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ェ 。 はじめに 

近年、 インドは急速に 発展しつつあ り、 弗火 I C s 諸国のなかでも 中国と並んで 世界各国が注目するところ 

となっている。 経済あ るいは T T 産業の面での 発展については。 日本でもインドに 関する多くのレポートが 出 

されるよう & こ なってきた。 しかし、 まだその変化についての 要因分析は十分とは 言いがたい。 そもそも国土。 

人口とも日本の 9 倍というインドという 大国を簡単に 捉えきれるものではない。 それ以上に。 過去の目印の 人 

的 交流あ るいは日本におけるインド 研究などにおいて。 文学や言語学などと 虹 、 った 特定分野にかなりの 偏りが 

見られることが 問 であ る。 また、 インドがこの 十年あ まりに急速 @ ，以前のインド 研究の 

多くが「歴史」になってしまった。 多くの日本人ば、 現在。 急速 に しているインドに は 当てはまらない 々 

メージを抱いていると 言っても過言ではないだろう。 例えばインドの 階級格差などについても。 従来には無か 

つた新しいタイプの 格差分布を認識することが 必要であ る。 

この急速なインドの 経済および産業の 変化は、 当然ながら科学技術の 発展と深い関連があ るが、 科学技術の 

側面からの分析 は ほとんどなされていない。 甘いぜい「インド 人は数学が得意だから T T が強いのだろう」と 

いった程度であ る。 特に科学技術政策という 面においては、 池のアジア諸国の 情報量に比べて、 あ るいは国の 

大きさに比して、 インドに関する 情報量は圧倒的に 少ないのが実情であ る。 ここでは、 インドの発展を 捉える 

ぅ えで科学技術の 側面からの深い 分析が不可欠であ る理由を述べる。 

インド は Ⅱ億もの人口を 抱え。 依然として発展途上の 国であ ることに変わりは 無い。 しかし、 インド経済 

は着実に成長している。 1980 年代の経済改革が 功を奏して GD ㌘の伸び率は 急速に向上し。 2003 年度には 8% 

を 超えた。 インドでは G め に 占める第 3 次産業 ( 農業 ) の割合がまだ 舘 % 以上であ るために、 G コ 

候 リスクが影響し。 この伸びはまだ 安定したものに は なっていないが、 今後はさらに 1 % 程度まで向上する 

という見方もあ る。 インドは歴史的に 格差の大きい 社会であ るが。 現在は経済発展という 意味での新たな 地域 

格差が広がりつつあ り。 先進国と同じ 生活水準の地域が 出現している ，甲所得層と 呼ばれる購買意欲が 盛んな 

層もすでに約 3 億人規模に達し、 この数も年 7 ～ B 弘で増加している。 これが海外の 投資国から見て 魅力とな 

る大きな国内成長市場を 提供し、 開放経済と効率的な 金融部門が比較的信頼されていることもあ って、 国外か 

らの投資を盛んにする 要因となっている。 海外企業や研究機関のインド 進出が活発であ るが、 これらは 高 。 屯 

所得層の市場を 狙ったもの。 あ るいは後述するような 豊富な人材の 魅力によるものであ り。 低コスト製造拠点 

を狙った東アジアへの 企業進出とは 狙いがかなり 異なっている。 物流インフラがまだ 貧弱なインドは 、 「モノ」 

の国内流通も 国体輸出も有利な 状況でほない。 現在、 インド政府は、 制約のほとんど 無い経済特区 (SEZ) を 

数多く設ける 計画を打ち出して。 海外からのさらなる 進出を期待している。 国内需要が大きいために、 貿易収 

支としては、 しばらく ほ 輸入超過状態が 続く見込みであ る。 

産業として。 特に TT 産業 ( そのなかでも ICT サービス産業 ) が大きな成長を 遂げていることは 良く知ら 

れている。 最近ほそれが 製造業の伸びも 牽引する形になってきている。 例えば。 組み込みソフトウェアの 企業 

は すでにかなりの 力を持っているのに、 インドで初めての 半導体工場がやっと 出来たところであ る。 この移行 

傾向は他のアジア 諸国の発展経緯とは 反対であ る。 しかし。 この「 T T のインド」という 印象は、 労働人口比 
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率 という点ではインドの 特異点を見たものにすぎない。 TT 産業従事者は 間接人員を含めても 未だ 為 0 万人程 

度であ り。 人口の 0 。 2% 程度の人数で 輸出入収支をマイナスからプラスに 転じさせるだけの 力を発揮している。 

PC 普及率も非常な 勢いで増加しているため 正確にはわからないが、 まだ 4 ～ 5m 程度にすぎないようであ る。 

しかも、 例えばソフトウェア 産業は 30 ㏄社以上もの 企業から成るにもかかわらず、 トップ 5 の企業で輸出の 

約半分を占めるという 集中度合いであ る。 このような IT 産業では当分は 人材不足が続き。 当面でも 5 

規模の需要が 見込まれている。 

産業のなかで、 l C 丁の次の成長が 見込まれているのがバイオ 分野であ る。 今のところ。 製薬業 と 

ほ 分けて考えられているが、 これらの合計は 20 ㈹年頃 には㏄ 0 億 U 以上の産業規模になると 予測されてお 

り これほ同時期の T T 産業の見込み 値のけ 2 程度に相当する。 製薬 ほ ジュネリック 医薬品から 新 

一 ゲットが移行しっ っ あ る。 丁 産業も国内向けに は バイオアバリ 分野が伸びているが。 欝 % 以上け 

であ       T 主導型の R 丁 産業、 例えば臨床検査などのサービス、 インフ オ マティクス分野などがインドらし 

い 輸出商品と言える。 新薬検査。 バイオ研究開発。 計測。 デ 一夕管理などの 企業も 

200R 年 I 月には知財に 関する政策見直しも 行なわれて、 製造特許は廃止。 物 へと移行した。 

これらの i eT 産業やバイオ 産業の大きな 発展 は 、 かつてインドから 米国 た 留学生がもたらした 朱印 

間の人的交流効果に 因るものであ る。 1970 年代から学部あ るいは修士を 終 生 が米国に留学する よう に 

なり、 一部ほ研究者や 民間エンジニアとなって 米国内に残り、 米印間 に大きなつながりが 生まれた。 結果的に 、 
このことが世界から 委託を受けるアウトソーシンバ 型サービスの 輸出国への大きな 転換点とだった。 1C7 人 

材需要が拡大したために、 教育制度も開放。 自由化 力ま 必要になり、 私立カレッジなどが 生まれるという 

関への ブ イードバツ ク も生じた。 

インドは政権 交代があ りながらも民主国家を 継続していることと、 人口動態的に 非常に若い国であ ることが " 

同じように発展中の 大国でも中国とほ 大きく異なる 点であ る " 国民の半 ( 約 5 億人 ) が 2H 歳 以下であ り。 ピ 

ッ ラ ド型の人口構成がしばらく ほ 続く。 多くの国々でほ 人ロ ま 加 が貧困の原因になっているが、 最近のイン 

      の場合にぼ、 むしろ人口動態的に 若い国であ ることがアドバンテージ と 見なされている。 この豊富な人材は 、 

相対的に割安ながら。 優秀な頭脳を 持ち。 スキルが高く、 英語が堪能で、 かって孝一ジメント 能力に優れる 人 

材も多い。 このような生産年齢人口の 大きさと、 コストに比してハイパフオーマンスな 良質の労働力が、 今後 

の インドのマクロ 経済の潜在的成長率の 要因と見なされている。 急速に高齢化する 中国では 2 

D ㌢成長率が鈍化する 可能性があ り、 成長率という 点では れ 比年頃 までにはインドが 中国を 

ている。 インドへの直接投資や 印僑からの本国への 送金という資金流入、 低下傾向にあ る不良 

潜在的成長率への 好材料と見なされている。 インドはサービスという 価値によって。 高齢化の進む 他の国キ へ 

補完関係を提示し。 グローバル化へのアジュン ダ を築いていくと 考えられる。 

もちろん、 人口の増大するインド は エネルギー需要の 拡大を避けて 通ることができない。 この点で、 特に中 

南米等とのエネルギーをめぐる 関係強化け。 今後の注目点であ る。 また。 インドは c 銭 排出権 取引の注目市場 

でもあ る。 

  インドの科学技術政策が 

0 年頃 のインダス文明から 始まるインドの 歴史でほ、 紀元前 7 ㈹年頃 には。 ㏄科目以上を 学べる 

学生数㈹ 000 人以上の大学が 存在していたと 伝えられている。 紀元前から医学。 冶金学が発達し。 数学。 天文 

学などの基本概俳にも 偉大な科学者を 出して、 ゼロの概念や 円周率冗の正確な 値を導いた " 現在もその伝統は 

続いており、 物理や宇宙の 進化論などで 革新的な科学者を 輩出しでいる。 ちなみに、 インド人のノーベル 賞受 

賞者ほこれまで 7 人であ る。 

㈹ 荏 7 年の独立後㏄ 年の間に 、 徐々に社会基盤が 整備され。 海外依存を小 t くする努力がなされてきた。 現 

  



在 、 国連の定義上ではまだ 発展途上国であ るが、 英国連邦諸国においては。 すでに科学先進国と 見なされてい 

る。 科学技術指標としてば、 科学技術人材が 約㈹㈱万人、 このうち研究開発人材は 約 30 万人と言われている。 

年間の研究開発支出は 何億 相当 鰻 M 軒 05 年 ) で、 これは 対 G   83% に当たり、 そのうち政府出 

比率は約 84% 。 であ る。 ただ 時点では。 科学技術関係予算の 多くが防衛。 宇宙。 核エネルギー。 農業の 

係 省庁に振り向け ろ ており。 これらは科学技術 省 科学技術局④ ST) や 科学験術産業委員会 (C 双 

をはるかに上回り、 医学や情報通信の 庁への予算配分ほさらに 小さい。 政策決定においては。 科学技術関連 

の データベースの 整備と維持が 重要視されており、 情報通信省の 国立情報学センター 御丁 C) などでは。 ネッ 

トワークを構築して、 各省庁や関連 組 への情報サービス、 マネジメントシステムの 開発、 分析あ るいは モデ 

リング。 トレーニンバなどを 担って レ 

国の長期ビジョンとしては 2 ㏄ 2 年に「№ 曲 a Ⅶ s 土 0 ぬ 2 舘 」がまとめられ。 こ に 基づいて DST の情報技術 

  予測評価委員会 ( ぴ沖 C) から「 Sd ぇ " ぬ 。 e  皿 d  Technology  ㎞№ la 一 Ac 五工 eve 田 e 皿七 s, CaPa もⅠ 工 工も工 es 酊 Visio れ 」 

も出されている。 インド 泣 知識社会を目指しており、 この点においては。 どちらかというとアジア 諸国よりも 

欧州に近い志向を 持っている。 若年層の希望も、 発展 申 <D¥ n 丁 産業やバイオ 業 で成功することであ り。 知 

識 集約型社会への 移行にマッチしたものであ る。 独立時に憲法でカースト 制 が 示されたものの。 現実には 

その後も格差社会が 続いてきたインドにおいて。 万所得 でも子供の教育に 力を入 ば 知識集約型の 新 

業 で成功することが 不可能ではなくなった " その結果。 前述したような 経済発展に よ る新たな地域格差が 生ま 

れ始めた状況であ る。 

研究所や開発センタ 一の設立という 形での海外からの 進出も目だっている。 これは前述したように。 数学的 

論理性を好む 優秀な頭脳を 持っ人材が豊富であ ることを世界が 認めて L 、 るからであ る。 教育中心の科学技術政 

策が 。 研究の発展へも 向かうのほ時間の 間 であ る。 まだわずかではあ るが。 例えば。 薬 学 のような研究会 

野 では、 産業の進展に 見合う科学技術の 発展が、 論文分析などの 結果に 暉 。 始めている。 ただし、 現時点でほ。 

海外在住のインド 人の活躍が国内よりはるかに 目立っていることは 確かであ る。 インド政府も、 国際的に科学 

技術の実力が 示せていないことにほ 懸念を示しており。 先頃 め S 丁からは国内の 科学技術の促進策が 発表された。 

もともと議論が 好きで論理性を 好む国民性であ り、 教育熱心でもあ り、 知識社会構築への 志向 は 欧州以上に 

ブ イットするものであ る。 産業や経済のようにほ 急激にほ 変ィヒ せず、 また数には 表 にくいパラメータであ る 

が 、 この点も今後のインドの 発展を後押しする 大きな要因になるだろう。 例えば、 金融市場取引が 盛んになる 

に つ れ 、 高まる要望に 応じて。 大学の数学科では 金融 L 学に カ が入れ始められている。 近い う ちに、 金融工学 

において世界に 冠たる研究と 実践の場がインドに 出現しても何の 不， 寓 議も無い。 

目印関係で、 現在最も活発化しているの 懐郷 簗 年頃 から増加した 証券投資であ り、 直接投資をかなり 上回 

以上に達している。 しかし一方で。 貿易や企業進出などの 実質的な 印 関係は必ずしも 拡大して 

いない。 かつての日本は、 インドから見て 輸出入とも第 3 番目の貿易相手国であ ったが、 現在の日本は 禰 番 

目の相手国となった。 近年、 インドは ASEA 諸国との間で ドギ 締結も進め。 新たな貿易関係が 生まれて 

いる。 また。 ブラジルや南アフ             どとはエネルギ - や 資源関係で新たな 提携を進めようとしている。 イン 

ド から見た日本の 存在感 は むしろ低下していると 言える。 

日本からのインドへの 企業進出 は 、 過去㈹年間に、 1995 年前後の第 1 次 ブーム。 2000 年前後の第 2 次 ブ一 

ム があ り、 現在は第 3 次のブームにあ たる。 しかし、 過去の企業進出は、 一部の成功例 

を除いて、 失敗 例 および撤退例のほうが 多かったと言える。 特に、 甲所得層の購買意欲が 

シューマー製品の 分野で日本企業は 失敗したが。 地域の実情に 合わせたマーケティンバにいち 早く切り替えた 

韓国企業が大成功を 収めている。 

  



現時点で。 インド 法 次のような点に 注目して。 今後の日本との 関係向上を望んでいると 思われる。 

1)  口印間で は 、 両国の強みに 補完関係があ ることに注目した 交流強化が望ましい 方向性と考えられる。 

したがって。 過去の軽自動車製造企業進出の 成功例もあ り、 日本が強みをもつ 自動車などの 製造業の企 

業 進出においての 関係強化をインド 側は望んでいる。 

2)  I T 特にソフトウェア 輸出先において、 過去の米国への - 極集中から、 今後はリスク 分散しょうとい 

う 動きがあ る。 経済大国で需要はあ りながらソフトウェアの 弱い日本は、 インドから見て。 T C 丁 アウ 

トソーシンバ 産業のリスク 分散光のひとつであ る。 

注 ) 現時点のインドのソフト ヴヱァ輸日 こおいて、 日本向けは 3% 程度であ る。 一方、 現在の日本のソフト ゥヱァ の海外 

アウトソーシンバ 状況を見ると、 中国に対して、 インドに対しての 3 倍ものアクトソーシンバが 行なわれている。 中 

国の全ソフトウェア 産業 は 実はインドを 上回っているが。 輸出が全体の㈹ % 程度しかないため。 

倒 的にインドが 強い。 今後、 中国のソフトクヱ ア 輸出も増加すると 考えられ、 ここではインドと 中国はライバル 関係 

になって い くと考えられる。 

つまり。 産業政策面においては、 上記の 1) 2) のような視点でのインドとの 関係進展を考えていくことに 

なるだろう。 しかし。 前述のインドの 全体像から見れば、 これらほかなり 限定された側面であ り。 産業面のみ 

の 注目でほ、 インドの本当に 目指すところを 見失いかれない。 

  ぅ 一点の懸念材料は、 人的交流の偏りであ る。 2000 年 以 。 ビザの優遇制度によって、 日本庄も多くの 

インド人技術者が 滞在するようになった。 また、 企業のインドへの 技術者派遣も 再開している。 しかし。 イン 

ド から日本への 留学生数の異常な 少なさ ほ 問題であ る。 インドから日本への 留学生は、 現在。 文系理系を合わ 

せても、 学部学生が約 100 人、 大学院生が約 250 人であ る。 これほ、 中国の工 /2 0 、 バンバラデッシ ュ の 召 

割程度、 スリランカよりも 少なくネパールと 同じくらいという 数であ る。 現在の米 印 関係が過去の 

って築かれた 事実を考えると、 このような状態が 続くよ j で は 。 目印交流が自然に 拡大増加していく 可能， 浬は 

極めて低い。 また、 今後もごく た 分野の交流のみにとどまってしまう 懸念があ る。 

という視点からインドを 考えること 

以上のよう @ こ 、 B 尺 I Cs 諸国のなかでも 中国と並んで 大きな経済成長を 続けるインドは、 その発展の急 

さ もさることながら、 東アジア諸国の 発展とはかなり 様相が異なっており、 実はその違いこそ 注目に値する。 

今後のグローバリゼーションのアジェン ダ への関わり方において。 日本を含む東アジア 諸国とインドで は 。 そ 

の方向性が著しく 異なる。 インド は 知識社会を目指し、 I C ず 産業にしろバイオ 産業にしろ。 第 2 次産業とし 

て ではなく第 3 次産業、 特にサービスの 部分において、 グローバリゼーションのアジェン ダ へ関 わろ う として 

いる。 日本では、 インドの発展を 中国との類似点を 見つけて両大国を 比較しようとする 試みが散見されるが、 

単純な比較は 大きな誤認を 招く懸念があ る   また。 今後、 インドが日本に 対して。 日本が強みをもつ 製造業や 

逆に日本が弱いソフトウェア 分野での関係強化を 求めてくるであ ろう状況を考えると。 産業政策面のみのイン 

ドへの注目では、 インドの本当に 目指すところを 見失いかねない。 科学技術はインドが 目指す知識社会への 道 

筋を示唆するところが 多く、 インドが今後どのような 科学技術政策をとっていくかに 注目することは、 インド   

という国を全体的に 理解する上で 大きな意味をもつ。 科学技術の発展と 政策に注目していくことにより、 少な と < かれない偏りのあ る見方を回避することができると 考えられる。 
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